登　監　第　１８ 号
平成２２年　６月１１日

請求人　（氏名　略）　様

登別市監査委員　三　浦　 忠　夫

登別市監査委員　木　村　 純　一

　
住民監査請求の却下について（通知）
　平成２２年４月３０日付けで請求のありました地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定に基づく住民監査請求につきましては、請求の内容を法律上の要件に照らして審査した結果、次の理由により住民監査請求の対象となりませんので、これを受理せず、却下します。
記

　地方自治法（以下「法」という。）第２４２条に定める住民監査請求は、普通地方公共団体の執行機関又は職員について、違法若しくは不当な財務会計上の行為があると認められるとき、又は、当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合、当該普通地方公共団体の住民が監査を求め、損害補てんの措置等を請求できるものである。
　本件請求において請求人は、①登別市長は、A社がB社に対して、平成１３年１月に登別市、A社及びB社の３者により締結したB社の経営改善に係る覚書どおり出資するよう督促する責務があるにもかかわらず、これを怠っていること、及び②登別市長は、B社に対して監査役を派遣する責務があるにもかかわらず、これを怠っていることを違法・不当として、上記覚書の履行の督促等必要な措置を求めているものと解される。
　しかしながら、①出資の督促及び②監査役の派遣は、法第２４２条第１項に定めるいずれの財務会計上の行為にも該当しない。
　よって、本件請求は、法第２４２条に定める住民監査請求の要件を欠き不適法である。
